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概要

　低炭素社会戦略センター（以下、LCS）では、東京電力（東電）と関西電力（関電）管内にお

ける消費電力データを分析した。東電管内の消費電力は 2010年度から 2011年度にかけて大きく

減少し、2012年度以降はほぼ 2011年度並みだったのに対して、関電管内の消費電力は 2010年度

から 2013年度にかけて毎年減少していた。また、関電管内における 2012、2013 年度の人口あた

り消費電力は東電管内に比べて約 10％多いことが分かった。LCSの構築した消費電力予測モデル

を用いた分析によって、消費電力を気温に依存する冷房成分、暖房成分と気温に依存しないベー

ス成分に切り分けた結果、（1）冷房成分の減少率はほぼ同等で、（2）暖房成分は関電管内でより

高い減少率を示し、（3）ベース成分は東電管内でより高い減少率を示した。また、両管内において、

2011年度の木・金曜の消費電力が他の平日と比べて減少していることが分かった。これは自動車

関連企業による休日シフトの効果と考えられる。
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１　諸言

　2011年 3月に発生した東日本大震災に伴う、東電管内および東北電力管内の発電施設の甚大な

被害のために、震災直後は電力需給が逼迫し、東電管内では複数回にわたって計画停電が実施さ

れた。また、2011年夏季には東電管内において政府による電力使用制限令が発令され、法的強制

力を伴う節電が実施されるなど、過去に経験したことのない事態となった。さらに、東日本大震

災時の福島第一原子力発電所の事故以降、全国の原子力発電所が停止し、その再稼働の是非が国

民的議論となるなか、エネルギー政策への国民的関心が高まっている。エネルギー政策、特に電

源構成の議論にあたっては、電力消費の動向を定量的に把握する必要がある。

　東電管内（主に関東地方）、関電管内（主に関西地方）を合わせると、日本の総人口の約 50％

が住み、消費電力も日本全体の約 50％を占める。また、東電管内では、複数回にわたる計画停電

（2011年 3月）や法的強制力を伴った節電（同年 7-9月）が実施されたのに対して、関電管内で

は東日本大震災に伴う被害も少なく、法的強制力のある節電も実施されなかった。このように東

日本大震災後に異なる状況を経てきた両地域においては、実施された節電・省エネの内容や度合

いには地域差があり、また年度ごとの推移も異なっている。両地域の消費電力の年度ごとの推移

を比較することで、両地域で実施された節電・省エネの内容を把握することが可能となる。

　東電管内で法的強制力を伴う節電が実施された 2011年夏季に合わせ、LCSは電力不足時に地域

の緊急ネットワーク連絡網を使用して一般家庭に節電を呼びかける「停電予防連絡ネットワーク」

を構築した 1）。本ネットワークの特色は、（1）1時間単位の節電対象時間の設定、（2）需給逼迫

の度合いに応じた具体的な節電メニューの提示、（3）地域ネットワークを活かした「手元に届く」

システムである。特に、（1）、（2）は政府や電力会社による家庭への節電呼びかけ内容には含ま

れない情報であり、家庭・市民による効率良い節電の実施に貢献した。実際の運用では、2011年

夏季に二度の「節電予報レベル 2（電力予備率 10％未満の予報に相当）」を発出し、各家庭に節

電を呼びかけた。LCSが約 100軒のネットワーク参加家庭に設置した電力計測機器による消費電

力量の測定結果を検証した結果、節電を要請した各 2時間の時間帯に消費電力が 6-10％減少した

ことを確認した。この値は、東電管内の全家庭に同様の節電予報が伝達された場合、東電管内に

おける総電力の約 1％のピークカットが実現できることに相当する。本ネットワークの運用にあ

たっては前日に消費電力の予測値を入手する必要があるが、東電の「でんき予報」4）において翌

日の消費電力予測値の発表される時刻（17時30分頃）が自治体の終業時刻を超えていた。LCSでは、

自治体の対応が充分に可能な時刻（16時過ぎ） に翌日の予測をおこなうため、独自の消費電力予

測モデルを構築した 2）,3）。このモデルは、「停電予防連絡ネットワーク」における消費電力予測を

主目的として構築したものであるが、モデルの算出するパラメータ値の比較によって、消費電力

の動向の分析にも活用できる。

　LCSでは、東日本大震災後に実施された節電・省エネの実態を把握するため、震災後に異なる

状況を経てきた東電管内と関電管内における消費電力の年度ごとの推移を比較する。また、LCS

の消費電力予測モデルを用いて、消費電力を気温に依存する成分とそれ以外の成分に切り分け、

震災後の各成分の推移を比較する。

２　消費電力データの分析結果

2-1　消費電力データ

　東日本大震災の被害に伴う電力需給の逼迫を機に、1時間単位の消費電力データ（発受電電力量）

が電力会社（一般電気事業者）によって公開されるようになった。各電力会社の消費電力データ

公開状況を表 1にまとめる 4）。表 1より、消費電力データの公開状況には明らかな東西格差のあ

ることが分かる。東日本 3社は 2008年（東電、東北電力）、2009年（北海道電力）以降の全ての
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消費電力データを公開しているのに対して、西日本 6社が公開しているのは 2011 年度以降の消

費電力データに限られ、また土日休日などのデータ非公開期間が存在する。そして、沖縄電力に

至っては一切の消費電力データを公開していない。

　東日本大震災前後の消費電力の比較のため分析には2010年度から2013年度のデータを用いた。

関電管内の 2010年度の分析には経済産業省ホームページで公開されているデータを用いた 5）。

表1：10電力会社（一般電気事業者）の 1時間単位の消費電力データの公開状況

会社 公開状況 公開期間 詳細

北海道電力 ◎ 2009年 1月～

東 北 電 力 ◎ 2008年 1月～

東 京 電 力 ◎ 2008年 1月～

中 部 電 力 ○ 2011年 4月～

北 陸 電 力 △ 2011年 7月～ 土日休日データ非公開。※データ欠損期間あり

関 西 電 力 ○ 2011年 7月～ ※データ欠損期間あり

中 国 電 力 △ 2011年 4月～ 土日休日データ非公開

四 国 電 力 ○ 2011年 7月～ ※データ欠損期間あり

九 州 電 力 ○ 2011年 7月～ ※データ欠損期間あり

沖 縄 電 力 × － データ非公開。

※2011年 4月以降のデータ欠損期間は以下の通り。

　関西電力：2011年 4-6月、9-11月

　北陸電力、四国電力：2011年 4-6月、2011年 10月-2012年 6月

　九州電力：2011年 4-6月

※※ 2010年度の 10電力会社の消費電力データは経済産業省ホームページで公開されている 5）。

　表 2に 2010年度から 2013年度における沖縄電力を除く 9社管内を合計した消費電力のピーク

値 [GW]と年間合計値 [TWh] を示す。2011年度の消費電力は、ピーク値、年間合計値ともに 2010

年度と比べて減少している。また、2012、2013年度の消費電力は、ピーク値、年間合計値ともに

ほぼ2011年度並みである。これらの結果は、全国的に2011年度には節電・省エネが大きく進み、

2012年度以降も 2011年度並みの節電・省エネが定着していることを示唆している。

表 2：2010～ 2013 年度における 9社合計消費電力のピーク電力の夏季最大日、冬季最大日、平日最小日、

年間最小日の値 [GW]と年間合計値 [TWh]。括弧内は 2010年度比。年間合計値については、欠損デー

タを補完して推算。

年度
ピーク電力[GW]

年間合計値 [TWh]
夏季最大 冬季最大 平日最小 年間最小

2010 176 156 115 95 979

2011 155 （88％） 154 （99％） 107 （93％） 90 （95％） 927 （95％）

2012 154 （87％） 144 （92％） 107 （93％） 91 （96％） 913 （93％）

2013 158 （89％） 149 （95％） 106 （92％） 89 （94％） --- （---）
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2-2　LCS消費電力予測モデル

　LCSの構築した消費電力予測モデル 2）,3）は、気象条件（気温、湿度、最高気温等）、曜日、時間

帯等のパラメータを基に、各電力会社管内の消費電力を 1時間単位で予測する。気象情報データ

は気象庁ホームページより入手する 6）。このモデルは少ないデータからでも消費電力を予測でき

るようにするため、用いるパラメータを少なくし、またこれらのパラメータと消費電力の関係式

には単純な一次式を採用している。モデルパラメータ値は異なる時間帯、気温帯、曜日ごとに別々

に算出される。特に気温帯については、低温時（16℃未満）、中間気温時（16-24℃）、高温時（24℃

以上）の 3つに分かれている。また、2011年夏季に国内の自動車関連企業によって実施された土・

日曜から木・金曜への休日シフトの効果を検証するため、木・金曜と他の平日の消費電力に差（オ

フセット）を付ける木・金曜オフセットをパラメータに採用している。

　2011 年 7-9 月の「停電予防連絡ネットワーク」運用期間中の平日昼間（9-21 時）における、

東電管内の消費電力予測値の実測値に対する標準誤差は約 0.85GW で、これは消費電力実測値の

約 2.3％に相当する。また、2011年 7-9月の全ての平日のうち約 76％の日で、消費電力ピーク予

測値が 1GW以内で実測値と一致した。これらの結果は「でんき予報」において発表された予測の

精度とほぼ同等であり、このモデルが充分な精度を持っていることを示している。

　以下の分析では、本モデルの算出するパラメータ値を用いて、消費電力を気温に依存する成分

と依存しない成分に切り分ける。具体的には、高温時・低温時における消費電力の気温比例成分

[GW/℃ ]をそれぞれ冷房成分および暖房成分とみなす。また、中間気温時のモデルパラメータを

用いて、気温 20℃（湿度 50％、平日 14-15 時）時の消費電力モデル予測値 [GW]を算出する。気

温 20℃付近では、冷暖房による成分をほとんど含んでいないために消費電力が最も低くなってお

り、この値は冷暖房以外による消費電力に相当するとみなせる。以下、この値をベース成分と呼

ぶ。以上の手順で、消費電力を気温に依存する冷房成分・暖房成分と気温に依存しないベース成

分に切り分け、各成分の年度ごとの推移を比較する。また、木・金曜オフセット値[GW]を用いて、

2011年夏季に自動車関連企業によって実施された土・日曜から木・金曜への休日シフトの効果を

検証する。

2-3　東電管内と関電管内における消費電力の比較結果

　図 1に東電管内、図 2に関電管内の 2010年度から 2013年度の平日昼間（9-21時）の消費電力

を示す。東電管内の 2011年度の消費電力を 2010年度と比べると、気温 20℃時で約 12％少なく、

気温が高いほどさらに少なくなる。2012、2013 年度の消費電力はほぼ 2011 年度並みであるが、

気温 30℃以上時には約 5％増えている。関電管内では 2011年度から 2013年度にかけて、いずれ

も消費電力が前年度よりも少なくなっている。
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図1：東電管内の 2010～ 2013年度消費電力（平日 9-21時）

図 2：関電管内の 2010～ 2013年度消費電力（平日 9-21時）



5

低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書

 社会システム編　東日本大震災後における消費電力の変化

平成 26 年 4 月

独立行政法人科学技術振興機構（JST）

低炭素社会戦略センター（LCS）

　図 3は東電、関電管内における 2011 年度から 2013 年度の消費電力の 2010 年度消費電力に対

する割合を示している（平日9-21時）。東電管内では、2011年度に消費電力の大幅な減少があり、

2012年度以降の消費電力はほぼ 2011年度並みである。これに対して、関電管内では 2011年度か

ら 2013 年度の全ての年度で消費電力が前年度より減少している。東電管内と関電管内を比較す

ると、気温 15℃以上の範囲では東電管内のほうが消費電力の減少率が大きい。また、全ての結果

において気温の低い時ほど消費電力の減少率が小さくなっている。

　東電管内では東日本大震災直後（2011 年 3月）に数回にわたる計画停電が実施され、2011 年

夏季（7-9月）には法的強制力を伴った節電が実施された。東電管内の消費電力が 2011年度に大

幅に減少しているのは、大規模停電への危機意識の高まりによって、節電・省エネが進んだため

と考えられる。また、2012年度以降には法的強制力のある節電がおこなわれていないにもかかわ

らず、2012年度以降の消費電力がほぼ 2011年度並みであることは、2011年度並みの節電・省エ

ネが東電管内で定着していることを示唆している。

　いっぽう、関電管内では東日本大震災直後には電力需給の逼迫は発生しなかった。関電管内に

おける 2011 年度の消費電力の減少率が東電管内に比べて小さかったのは、関西地方では大規模

停電への危機意識が相対的に低かったためと考えられる。しかし、2012年夏季には関電管内に電

力を供給する多くの原発の停止によって電力需給逼迫の可能性が増大した。2012年度の消費電力

が 2011 年度と比べて減少したのは、危機意識の高まりによって節電・省エネが進んだためと考

えられる。2013年度にさらに消費電力が減ったのは、節電・省エネが進んだためと考えられるが、

その要因についてはさらに詳細な分析が必要である。

　また、低温時の消費電力の減少率が相対的に小さい原因としては、冬季における大規模停電に

対する危機意識が夏季と比較して相対的に低い可能性や、低温時における節電・省エネの難しさ

に起因する可能性が考えられる。

図3：東電、関電管内における 2011～ 2013年度消費電力（平日 9-21時）の 2010年度比
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　図4は東電、関電管内における 2010年度から 2013年度の人口一人あたりの消費電力を示す（平

日 9-21 時）。2010 年度の関電管内の人口あたり消費電力は東電管内よりも約 5％大きかったが、

2011年度は東電管内の消費電力が大きく減少したためその差が 10-15％に広がった。2012年度は

関電管内の消費電力が減少し、東電管内の高温時の消費電力が増加したため差が約10％に減少し

た。2013年度は関電管内の消費電力が減少した分だけ差がわずかに縮小した。なお、2012、2013

年度の人口あたり消費電力の関電管内と東電管内の差は、気温によらずほぼ一定であった。

表 3：東電、関電管内における 2010 ～ 2013 年度の平日昼間（9-21 時）、気温 24℃以上時における消費電

力予測モデルパラメータ算出値。冷房・暖房成分の単位は[GW/℃ ]、ベース成分と木・金曜オフセッ

ト成分の単位は[GW]。「÷ 2010」は 2010年度比。

管内 年度 2010 2011 ÷ 2010 2012 ÷ 2010 2013 ÷ 2010

東電

冷房成分 1.49 1.08 72％ 1.10 74％ 1.14 76％

暖房成分 -0.78 -0.88 112％ -0.68 87％ -0.76 98％

ベース成分 37.8 33.6 89％ 33.6 89％ 33.3 88％

木金オフセット 0.56 -0.37 -67％ 0.30 53％ 0.35 63％

関電

冷房成分 0.77 0.74 95％ 0.60 77％ 0.66 85％

暖房成分 -0.39 -0.33 84％ -0.31 78％ -0.35 88％

ベース成分 19.7 18.8 95％ 18.3 93％ 17.8 90％

木金オフセット 0.04 -0.14 -326％ 0.15 355％ 0.15 352％

図 4：東電、関電管内における 2010～ 2013年度の人口一人あたりの消費電力（平日9-21時）
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　表 3に、2010年度から 2013年度の東電、関電管内における平日昼間（9-21時）の LCS消費電

力予測モデルパラメータ算出値を示す。各成分の年度ごとの推移を比較すると、2012年度の冷房

成分の 2010 年度比は東電管内で 74％、関電両管内において 77％と、ほぼ同程度減少している。

暖房成分については、東電管内では 2010年度よりも絶対値が増加している年度（2011年度）も

あるのに対して、関電管内では全ての年度で 2010年度よりも絶対値が減少しており、また 2011

年度から 2013年度の全ての年度において、関電管内で東電管内よりも高い減少率を示している。

ベース成分については、東電管内では 2010 年度から 2012 年度で約 11％減少しているのに対し

て、関電管内では約 7％の減少にとどまっており、東電管内でより高い減少率を示している。今

後、各成分の推移が両管内で異なる理由を調べるためには、冷暖房やそれ以外の電力需要につい

て、節電・省エネの実施状況の詳細な分析が必要である。

　また、木・金曜オフセット成分については、東電・関電両管内において 2011 年度でのみ負の

値を示している。これは、国内の自動車関連企業が 2011年の 7-9月に実施した土・日曜から木・

金曜への休日シフトの効果を示していると考えられる。なお、東電が自動車関連会社への販売電

力量を基に推計した休日シフトの効果は約1GWであったのに対して 7）、東電管内における 2011年

夏季の木・金曜オフセット値は約 -0.4GW と、その半分以下であった。このような違いが起きた

原因としては、木・金曜に休日を取った従業員が家庭などで電力を消費した結果、全体での節電

量が縮小された可能性などが考えられる。休日シフトの効果をさらに詳細に検証するためには、

消費電力を家庭・産業などの部門別に切り分け、家庭の消費電力増加による休日シフト効果の低

減の有無などを検証する必要がある。

３　今後の分析課題

・消費電力推移の地域差の検証

　これまでの東電管内と関電管内における消費電力データの分析により、東日本大震災以降の消

費電力の年度ごとの推移が東電管内と関電管内で異なることが明らかになった。今後、東電・関

電管内以外の地域についても同様の分析をおこない、各地域における年度ごとの推移や地域差の

有無を検討し、その原因を考察する。

・部門別消費電力の算出

　現在、分析に使用している消費電力は、あらゆる部門の消費電力の合計値である。様々な部門

における消費電力の動向を明らかにするためには、家庭・業務・産業、あるいは家庭・大口・小

口の部門別に消費電力を切り分ける必要がある。今後、人口・産業統計データなどを用いて、部

門別消費電力を推定する方法の構築を目指す。

　特に、最近になって多くの家庭やビルへの電力計測機器の設置が進み、これらの消費電力デー

タが利用可能になりつつある。これらのデータの分析によって、部門別の消費電力の傾向が明ら

かにすることを目指す。現在、LCSでは「停電予防連絡ネットワーク」で培った自治体や市民と

の信頼関係を活かして募集した、約 300世帯の家庭に電力計測機器を取り付けてリアルタイムの

消費電力データを入手する「家庭の電力使用量見える化実験」を実施している。ここで入手され

る消費電力データを基に家庭の消費電力の推定方法を考察し、それを基に消費電力の部門別への

切り分けをおこなうことを目指す。
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４　政策立案のための提言

　消費電力データはエネルギー消費の動向を定量的に把握するための重要な基礎情報である。

LCSによる消費電力データの分析の結果、東日本大震災後に全国的に節電・省エネが進み、それ

が定着していることが分かった。また、東電管内と関電管内における東日本大震災以降の消費電

力の推移が異なっていることが分かった。LCSの構築した消費電力予測モデルを用いた分析によ

り、消費電力を冷房成分、暖房成分、気温に依存しないベース成分に切り分けた結果、各成分の

震災後の推移が両管内で異なっていることを明らかにした。今後も東電・関電管内の消費電力の

動向を引き続きモニターするとともに、それ以外の地域の詳細な分析をおこなう。また、消費電

力を家庭・業務・産業、あるいは家庭・大口・小口の部門別に切り分ける手法を構築し、各部門

における消費電力や節電・省エネの動向を詳細に把握することを目指す。東日本大震災以降、急

速に進んだ節電・省エネの内容を明らかにすることは、低炭素社会を実現するための方策を探る

上でも重要である。

　LCSが東電管内で電力需給が逼迫した 2011 年夏季に合わせて構築した「停電予防連絡ネット

ワーク」は、電力不足時に地域の緊急ネットワーク連絡網を使用して一般家庭に節電を呼びかけ

るシステムである。2011年度夏季に二度にわたって「節電予報」を発出した結果、節電を要請し

た時間帯に一般家庭の消費電力が 6-10％減少したことを確認した。また、LCSは「停電予防連絡

ネットワーク」において、ご協力いただいた自治体や市民に対する消費電力や節電に関する様々

な情報発信を通して信頼関係を築いていった。現在、LCSでは「停電予防連絡ネットワーク」で培っ

た自治体や市民との信頼関係を活かして募集した、約 300世帯の家庭に電力計測機器を取り付け

てリアルタイムで消費電力データを入手する「家庭の電力使用量見える化実験」を実施している。

ここで入手される消費電力データは、消費電力の部門別への切り分けなど、エネルギー消費や節

電・省エネの実態の分析に有用である。

　なお、東日本大震災の被害に伴う電力需給の逼迫を機に、1時間単位の消費電力データが電力

会社によって公開されるようになったことになったのは、たいへんな進歩である。しかし、消費

電力データの公開状況には明らかな東西格差がある。東日本 3社が 2008 年（東京電力、東北電

力）または 2009 年（北海道電力）以降の全てのデータを公開しているのに対して、西日本 6社

が公開しているデータは2011年度以降に限られており、また土日休日データが非公開であったり、

数か月単位のデータ未公開期間のある電力会社が複数存在する。さらに、沖縄電力に至っては消

費電力データをいっさい公開していない。今後、オールジャパンでエネルギー政策を考えるため

の基礎情報の共有として、西日本 7社においても東日本 3社と同等のデータ公開を実施すること

を提言する。
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